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(57)【要約】
　製造プロセスが容易で、超小型化が可能で、温度補償
精度が高く、Ｑ値の大きい、圧電膜を使用した温度補償
型の共振器および発振器を提供する。基板と、基板上方
に形成され、少なくとも下部電極、圧電膜、および上部
電極で構成される平板状の積層体と、積層体を、基板上
に固定するためのアンカー部と、積層体の内部の切り欠
き部と、切り欠き部に形成され、両端を積層体に支持さ
れ、少なくとも下部電極、圧電膜、および上部電極で構
成される音叉振動子と、積層体および音叉振動子を非接
触に内包し、積層体および音叉振動子への外力の印加を
抑制する外囲器と、を備えることを特徴とする共振器。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、
　前記基板上方に形成され、少なくとも下部電極、圧電膜、および上部電極で構成される
平板状の積層体と、
　前記積層体を、前記基板上に固定するためのアンカー部と、
　前記積層体の内部の切り欠き部と、
　前記切り欠き部に形成され、両端を前記積層体に支持され、少なくとも下部電極、圧電
膜、および上部電極で構成される音叉振動子と、
　前記積層体および前記音叉振動子を非接触に内包し、前記積層体および前記音叉振動子
への外力の印加を抑制する外囲器と、
を備えることを特徴とする共振器。
【請求項２】
　前記アンカー部が、前記積層体の一端に形成されることを特徴とする請求項１記載の共
振器。
【請求項３】
　屈曲した支持部を備え、前記アンカー部が前記基板の複数の端部に形成され、前記アン
カー部と前記積層体が前記支持部で接続されることを特徴とする請求項１記載の共振器。
【請求項４】
　前記積層体および前記音叉振動子が、下部電極、第１の圧電膜、中間電極、第２の圧電
膜、および上部電極で構成されることを特徴とする請求項１記載の共振器。
【請求項５】
　前記圧電膜が、膜面に対し垂直方向に配向したＡｌＮまたはＺｎＯであることを特徴と
する請求項１記載の共振器。
【請求項６】
前記音叉振動子の軸方向において、前記積層体の平均の熱膨張係数が、前記音叉振動子の
平均の熱膨張係数よりも大きいことを特徴とする請求項１記載の共振器。
【請求項７】
　前記切り欠き部に形成され、両端を前記積層体に支持され、少なくとも下部電極、圧電
膜、および上部電極で構成される第１の音叉振動子と、両端を前記積層体に支持され、少
なくとも下部電極、圧電膜、および上部電極で構成される第２の音叉振動子とを備え、前
記第１と第２の音叉振動子の共振周波数の温度特性が異なることを特徴とする請求項１記
載の共振器。
【請求項８】
　請求項１記載の共振器と、
　前記音叉振動子に接続される発振回路と、
　前記共振器の温度をモニタする温度センサと、
　前記温度センサによりモニタされた温度から前記積層体に印加する直流バイアス電圧を
算出する温度補償回路と、
を備えることを特徴とする発振器。
【請求項９】
　請求項１記載の共振器と、
　前記音叉振動子に接続される発振回路と、
　前記共振器の温度をモニタする温度センサと、
　前記温度センサによりモニタされた温度から前記音叉振動子に印加する直流バイアス電
圧を算出する温度補償回路と、
を備えることを特徴とする発振器。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、圧電膜を用いた共振器および発振器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子機器の基準周波数発生用として、水晶振動子を使用した発振器が広く利用されてい
る。水晶振動子は水晶の結晶から特定の角度で切り出し、特定のモードで共振させること
により、共振周波数の温度依存性を非常に小さくすることが可能である。代表的な例とし
て、ＡＴカットのＴＳモード（厚みすべりモード）共振子や、Ｘカットの２脚音叉振動子
などが広く利用されている。
【０００３】
　水晶振動子はこのような優れた温度特性を持つ反面、水晶結晶の育成にはオートクレー
ブと呼ばれる高温高圧容器中で数ヶ月もかかりため高価であること、非常に高度で精密な
加工が必要なこと、共振子を形成するには気密パッケージ内で機械的な実装工程を必要と
すること、寸法の小型化にも機械加工のため限界があること、などの多くの欠点がある。
【０００４】
　そこで、最近ＭＥＭＳ技術で作成したＳｉ振動子が非常に多くの注目を集めている。Ｓ
ｉ共振子は半導体工程によりＳｉ基板上に製作されるため、超小型化や低価格化が可能で
ある。また共振子として単結晶Ｓｉや十分アニールされた多結晶Ｓｉを使用することによ
り、非常に安定な共振が可能であり、共振のＱ値も高い。
【０００５】
　しかしながら、水晶振動子と異なり、Ｓｉ振動子は－３０ｐｐｍ／℃程度の共振周波数
の温度依存性を持つ。主としてＳｉの弾性率の温度依存性に由来する。民生機器の使用温
度範囲である－３０℃から８５℃では約０．３％程度の誤差となる。したがってほとんど
の応用分野では何らかの温度補償を行わないと基準周波数発振器として使用することがで
きない。
【０００６】
　この問題に対して、Ｓｉ共振回路の後段でデジタル処理により温度補償をする方法が提
案されている（特許文献１）。すなわち、Ｓｉ振動子を備える第１の共振回路とは別に、
インダクタおよび可変キャパシタからなる第２の共振回路、温度センサ、およびＰＬＬ回
路などを設けてある。Ｓｉ振動子の共振周波数を基準にし、第２の共振回路の周波数を、
温度によってあらかじめ設定された分周比にＰＬＬで制御することによって温度補償を行
っている。
【０００７】
　この方法では比較的高い温度補償精度が得られるが、出力は第２の共振回路から得てお
り、第２の共振回路はインダクタと可変容量キャパシタからなるＬＣタンク回路で構成さ
れているため、Ｑ値が小さく、位相ノイズが多いという欠点がある。したがって、携帯電
話などの発振の安定度が特に必要とされる分野には適用できないのが現状である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】米国特許６９９５６２２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　従来の水晶発振器は小型化、低価格化が難しいという問題点がある。また、これに代わ
るべく開発されたＳｉ発振器は位相ノイズが多く高度な発振特性の要求される分野には向
かないという問題点がある。
【００１０】
　本発明は、上記事情を考慮してなされたものであり、製造プロセスが容易で、超小型化
が可能で、温度補償精度が高く、Ｑ値の大きい、圧電膜を使用した温度補償型の共振器お
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よび発振器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の一態様の共振器は、基板と、前記基板上方に形成され、少なくとも下部電極、
圧電膜、および上部電極で構成される平板状の積層体と、前記積層体を、前記基板上に固
定するためのアンカー部と、前記積層体の内部の切り欠き部に形成され、両端を前記積層
体に支持され、少なくとも下部電極、圧電膜、および上部電極で構成される音叉振動子と
、前記積層体および前記音叉振動子を非接触に内包し、前記積層体および前記音叉振動子
への外力の印加を抑制する外囲器と、を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、製造プロセスが容易で、超小型化が可能で、温度補償精度が高く、Ｑ
値の大きい、圧電膜を使用した温度補償型の共振器および発振器を提供することが可能と
なる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１の実施の形態の共振器の上面図である。
【図２】図１の共振器のＡ－Ａ側断面図である。
【図３】図１の共振器のＢ－Ｂ側断面図である。
【図４】第１の実施の形態の振動脚の鳥瞰図である。
【図５】第１の実施の形態の共振器において、バイアス電圧を印加したときの周波数変化
率を示す説明図である。
【図６】第１の実施の形態の共振器を用いた発振器のブロック図である。
【図７】第１の実施の形態の共振器を用いた別の発振器のブロック図である。
【図８】第１の実施の形態の共振器において、音叉振動子の電極被覆率の影響を示す説明
図である。
【図９】第１の実施の形態の共振器の製造方法を示す工程順模式断面である。
【図１０】第２の実施の形態の共振器の上面図である。
【図１１】図９の共振器のＢ－Ｂ側断面図である。
【図１２】第２の実施の形態の振動脚の鳥瞰図である。
【図１３】第２の実施の形態の振動脚の鳥瞰図である。
【図１４】第３の実施の形態の共振器の上面図である。
【図１５】第３の実施の形態の振動脚の鳥瞰図である。
【図１６】第３の実施の形態の振動脚の鳥瞰図である。
【図１７】第３の実施の形態の共振器を用いた発振器のブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施の形態の共振器について、図面を参照しつつ説明する。なお、本明
細書中、共振器とは、音叉振動子と積層体を主要な構成とする部分をさし、発振器とは、
共振器に電気回路等を接続することで実際に基準周波数等を発生する装置をさすものとす
る。
【００１５】
（第１の実施の形態）
　本実施の形態の共振器は、基板と、基板上方に形成され、少なくとも下部電極、圧電膜
、および上部電極で構成される積層構造を有する平板状の積層体と、この積層体を、基板
上に固定するためのアンカー部と、積層体の内部の切り欠き部と、切り欠き部に形成され
、両端を積層体に支持され、少なくとも下部電極、圧電膜、および上部電極で構成される
積層構造を有する音叉振動子と、積層体および音叉振動子を非接触に内包し、積層体およ
び音叉振動子への外力の印加を抑制する外囲器を備える。
【００１６】
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　本実施の形態の共振器は、上記構成を有する共振器である。そして、この共振器におい
て、一端を基板に固定された積層体内部の切り欠き部に音叉振動子が形成されることによ
り、積層体や音叉振動子を構成する圧電膜に生ずる製造時のそりや残留応力の影響をキャ
ンセルすることが可能になる。また外力によって生じる基板の変形の影響も回避すること
が可能になる。
【００１７】
　また、積層体部分と、音叉振動子部分における圧電膜と電極の割合を変化させることに
より、熱膨張歪が発生し、この熱膨張歪により音叉振動子に長手方向の軸歪を与え、共振
周波数を変化させることができる。
【００１８】
　また、積層体の電極間にバイアス電圧を印加して電歪を発生させ、この電歪により音叉
振動子に長手方向の軸歪を与え、共振周波数を変化させることができる。これらの熱膨張
歪や電歪による音叉振動子の周波数変化により、音叉振動子が本来持っている共振周波数
の温度依存性をキャンセルすることができる。
【００１９】
　図１は、本実施の形態の共振器の上面図である。図２は、図１の共振器のＡ－Ａ側断面
図である。図３は、図１の共振器のＢ－Ｂ側断面図である。
【００２０】
　この共振器は、基板１０、基板１０の端部に固定されたアンカー部１２、アンカー部１
２に一端が接続され、下部電極１４ａ、圧電膜１４ｂ、上部電極１４ｃからなる積層体１
４を有する。積層体１４の内部の切り欠き部１６には下部電極１８ａ、圧電膜１８ｂ、上
部電極１８ｃからなる音叉振動子１８が形成されている。また、音叉振動子１８は２本の
振動脚１８Ｌおよび１８Ｒを有している。音叉振動子１８の両端は積層体１４に接続され
ている。このように、積層体１４および音叉振動子１８は、基板１０上方に形成され、そ
れぞれが平板状を呈している。
【００２１】
　さらに、積層体１４および音叉振動子１８を非接触に内包することで、積層体１４およ
び音叉振動子１８への外力の印加を抑制する外囲器２０または筐体を備える。
【００２２】
　もし基板１０に外力が加わって変形を生じた場合、積層体１４は１箇所のアンカー部１
２でのみ基板１０に支持されており、さらに音叉振動子１８は積層体１４にのみ接続され
ているので、基板１０に生じた変形は積層体１２や音叉振動子１８には伝わらず、音叉振
動子１８の共振周波数に影響を及ぼさないという利点がある。
【００２３】
　すなわち、基板１０に印加される外力による変形をアンカー部１２が吸収し、積層体１
２や音叉振動子１８に伝えない構成となっている。
【００２４】
　さらに、外囲器２０により、積層体１２や音叉振動子１８に外力が直接加わらないよう
構成されている。したがって、外力が、積層体１２や音叉振動子１８には伝わらず、音叉
振動子１８の共振周波数に影響を及ぼさないという利点がある。
【００２５】
　また、圧電膜１４ｂ、１８ｂや、電極１４ａ、１４ｃ、１８ａ、１８ｃの成膜時には、
残留応力が不可避である。しかし、各膜に残留応力が生じた場合、積層体１４と音叉振動
子１８が一体となって変形し、トータルの軸応力が０になるように応力緩和が生じる。し
たがって、音叉振動子１８に軸方向の応力は加わらず、残留応力が共振周波数に影響を及
ぼさないという構造上の利点がある。
【００２６】
　図４は、音叉振動子が有する振動脚のうちの１本である１８Ｌの鳥瞰図である。振動脚
１８Ｌは、下面から、下部電極１８ａ、圧電膜１８ｂ、および上部電極１８ｃがこの順に
積層されて構成される積層構造を備えている。圧電膜１８ｂは膜厚方向に分極を持つ。こ
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こで、例えば、電極１８ａ、１８ｃは厚さが１００ｎｍのＡｌ、圧電膜１８ｂは厚さが１
μｍのＡｌＮで形成される。
【００２７】
　また、振動脚１８Ｌは、第１の部分１８Ｌ’、第２の部分１８Ｌ’’、および第３の部
分１８Ｌ’’’に分割されている。各部分では、電極１８ａおよび１８ｃが左半面ないし
は右半面のみに形成されている。
【００２８】
　図４（ａ）に示すように、上部電極１８ｃに正極、下部電極１８ａに負極の電圧が印加
された場合、下部電極１８ａと上部電極１８ｃに挟まれた圧電膜１８ｂの部分は電歪によ
り伸張する。したがって、図中１点鎖線で示すように、振動脚１８Ｌの中央部１８Ｌ’’
は面内で右側に屈曲して張り出す。図４（ｂ）に示すように、上部電極１８ｃに負極、下
部電極１８ａに正極の電圧が印加された場合、図中１点鎖線で示すように、振動脚１８Ｌ
の中央部１８Ｌ’’は面内で左側に屈曲して張り出す。
【００２９】
　したがって、音叉振動子１８の共振周波数に一致する交番電圧が加わった場合、振動脚
１８Ｌは左右に屈曲して共振を生じる。
【００３０】
　また、図１に示したように、音叉振動子１８は線対称に構成された２本の振動脚１８Ｌ
および１８Ｒを有する。そして、２本の振動脚１８Ｌと１８Ｒは、上部電極１８ｃと下部
電極１８ａに共振周波数に相当する交番電圧が加わった場合、面内でお互いに逆位相で屈
曲変形する。したがって、運動量が相殺され、また振動脚の接続部から少し離れたアンカ
ー部では変形もほとんど０になるため、非常に高いＱ値を持つ共振が得られる。
【００３１】
　このような音叉振動子の共振周波数ｆｒは［１］式で表される。ただし電極の効果は省
略している。
【数１】

　ここで、h：振動脚の幅，l：振動脚の梁長，E：圧電膜の弾性率，r：圧電膜の比重，e
：歪（後述する）、である。
【００３２】
　もっとも、共振周波数は、振動脚の幅の１乗、長さの－２乗に比例する。［１］式中で
圧電膜の弾性率Ｅは比較的大きな負の温度依存性を持つことから、圧電膜がＡｌＮの場合
、共振周波数ｆｒは約－２５ｐｐｍ／℃の温度依存性を持つ。動作温度を－２０℃～８５
℃とすると、約０．２６％程度の温度ドリフトが生じる。
【００３３】
　したがって、正確な発振周波数を要求される基準発振器にこの音叉振動子を用いる場合
は、何らかの方法でこの温度依存性を補償する必要がある。そして、このような音叉共振
子は、音叉共振子に加わる軸方向の歪εにより、共振周波数が変化するという性質を持つ
。
【００３４】
　次に、積層体１４に直流のバイアス電圧を加えたときの挙動を説明する。積層体１４の
上部電極１４ｃは、隔離部２２ａおよび２２ｂ（図１参照）により音叉振動子１８の上部
電極１８ｃと絶縁されている。同様に、積層体１４の下部電極１４ａは、隔離部２２ｃお
よび２２ｄにより音叉振動子１８の下部電極１８ａと絶縁されている。したがって、積層
体１４の電極にのみ独立してバイアス電圧を印加することができるよう構成されている。
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【００３５】
　積層体１４の上部電極１４ｃと下部電極１４ａの間にバイアス電圧を印加した場合、圧
電膜１４ｂは厚さ方向に圧電定数ｄ３３に比例する電歪が、面内方向には圧電定数ｄ３１
に比例する電歪が生じる
【００３６】
　したがって積層体１４は、面内に均等に電歪が生じるが、音叉振動子１８は幅方向には
拘束されておらず、長さ方向にのみ積層体１４に生じた電歪の影響を受ける。音叉振動子
１８の幅は積層体１４の幅よりもかなり小さく設計されているので、積層体１４に生じた
電歪がほぼそのまま音叉振動子１８の長さ方向に印加される。
【００３７】
　長さ方向の歪εを受けたときの対向音叉型の音叉振動子１８の共振周波数ｆｒは、既に
［１］式に示している。振動脚の長さが長く、幅が狭いほど歪に関する感度が大きくなる
。
【００３８】
　図５は、圧電膜を窒化アルミニウム（ＡｌＮ）とした場合の、積層体１４にバイアス電
圧を印加したときの音叉振動子１８の共振周波数の変化率の計算結果を示す図である。圧
電膜の厚さは１μｍとした。例えば、積層体に３Ｖのバイアス電圧を印加し、振動脚の梁
長２００μｍ、幅２μｍの場合は、共振周波数が約１％変化することになる。
【００３９】
　前述したように、ＡｌＮを使用した音叉振動子の場合は、弾性率の温度依存性に由来し
て、共振周波数に約０．２６％の温度ドリフトが生じる。しかし、何らかの温度測定手段
を用い、上記の積層体１４に温度補償用のバイアス電圧を印加すれば、１Ｖ程度の低電圧
で共振周波数の温度ドリフト分をキャンセルすることが可能になる。
【００４０】
　図６は、本実施の形態の共振器をもちいた発振器のブロック図である。この発振器は、
上記共振器と、音叉振動子に接続される発振回路と、共振器の温度をモニタする温度セン
サと、温度センサによりモニタされた温度から音叉振動子に印加する直流バイアス電圧を
算出する温度補償回路とを備える。
【００４１】
　図に示すように、音叉振動子１８には発振回路２４が接続されている。発振回路２４と
して、既知のコルピッツ回路などを使用することができる。温度センサ２６の出力は、Ａ
／Ｄ変換器２８を介してデジタル補償回路３０に入力される。温度センサ２６としては種
々のものが使用できるが、例えばバイポーラトランジスタに一定電流を流したときのベー
ス－エミッタ間の電圧ＶＢＥを測定することで得られる。
【００４２】
　デジタル補償回路３０において、あらかじめ記憶回路３２に記憶された定数を使用して
測定された温度から直流のバイアス電圧が算出される。そして、Ｄ／Ａ変換器３４を通し
て、この直流のバイアス電圧が積層体１４の上部電極１４ｃおよび下部電極１４ａに印加
される。このようにして音叉振動子１８の共振周波数が温度補償され、出力される。
【００４３】
　積層体１４に直流のバイアス電圧を印加することで、音叉振動子１８の共振周波数の温
度依存性を補償する方法について説明したが、音叉振動子１８の下部電極１８ａと上部電
極１８ｃの間にバイアス電圧を印加する方法によっても、全く同じ効果を得ることが可能
である。
【００４４】
　すなわち、積層体１４に正のバイアス電圧を印加することで積層体１４に正の電歪が生
じる。そして、この電歪により音叉振動子１８に引張り歪が印加され、音叉振動子１８の
共振周波数が上昇し、共振周波数の温度依存性をキャンセルすることができた。
【００４５】
　同様に、音叉振動子１８に負のバイアス電圧を印加することで音叉振動子１８に負の電
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歪が生じる。そして、この電歪により音叉振動子１８に引張り歪が印加され、音叉振動子
１８の共振周波数が上昇し、共振周波数の温度依存性をキャンセルすることができる。
【００４６】
　図７は、音叉振動子１８に直流のバイアス電圧を印加する場合の発振器のブロック図で
ある。この発振器は、上述の共振器と、音叉振動子に接続される発振回路と、共振器の温
度をモニタする温度センサと、温度センサによりモニタされた温度から音叉振動子に印加
する直流バイアス電圧を算出する温度補償回路とを備える。
【００４７】
　音叉振動子１８には発振回路２４およびバイアス電圧印加回路（図示せず）が接続され
ている。直流のバイアス電圧が発振回路２４に加わらないようにするため、発振回路２４
と音叉振動子１８の間に、共振周波数に対しては十分低いインピーダンスを持つコンデン
サ３５を挿入し、直流成分を遮断することができる。
【００４８】
　次に、音叉振動子の電極被覆率が共振周波数に及ぼす影響について検討する。図１に示
したように、積層体１４はほぼ全面が下部電極１４ａおよび上部電極１４ｃで覆われてい
る。これに対して、音叉振動子１８は、図４に示したように、部分的にしか下部電極１８
ａおよび上部電極１８ｃにより覆われていない。
【００４９】
　すなわち、音叉振動子における圧電膜の面積に対する下部電極および上部電極の面積の
比が、積層体における圧電膜の面積に対する下部電極および上部電極の面積の比よりも小
さい。
【００５０】
　圧電膜１４ｂおよび１８ｂと、電極１４ａ、１４ｃ、１８ａ、および１８ｃとは熱膨張
係数が異なる。このため、温度変動に伴い音叉振動子１８と積層体１４の間に熱膨張歪が
発生する。熱膨張歪εｔｘは［２］式で計算される。
【数２】

ここで、ｃｐｓ：積層体の電極被覆率、ｃｒｓ：音叉振動子の電極被覆率、ΔＴ：温度変
動、αｅｌ：電極の熱膨張係数、αｐｚ：圧電膜の熱膨張係数、Ｅｅｌ：電極の縦弾性率
、Ｅｐｚ：圧電膜の縦弾性率、ｔｅｌ：電極の厚さ、ｔｐｚ：圧電膜の厚さである。
【００５１】
　図８は、上下の電極としてそれぞれ０．１μｍの厚さのＡｌ、圧電膜として１μｍの厚
さのＡｌＮを使用し、積層体１４の電極被覆率を１００％、音叉振動子１８の電極被覆率
を５０％としたときの、音叉振動子の温度変化に対する周波数変化率を示す図である。例
えば、振動脚の梁長１００μｍで梁幅４μｍの場合、温度に対する周波数変化率は約２５
ｐｐｍ／℃になる。前述したように、音叉振動子の弾性率の温度依存性に由来する共振周
波数の温度変化率は約－２５ｐｐｍ／℃程度であるので、熱膨張率の差に由来する温度変
化率によりほぼ相殺できる。したがって、温度補償されたほぼ一定の共振周波数を持つ音
叉振動子が実現できる。
【００５２】
　積層体１４の電極被覆率を、音叉振動子１８の電極被覆率より大きくすることで、音叉
振動子１８の共振周波数の温度依存性を補償する方法について説明した。もっとも、積層
体１４の電極厚さを、音叉振動子１８の電極厚さより大きくすること、あるいは積層体１
４の圧電膜１４ｂよりも熱膨張係数の大きな第３の膜で積層体１４の一部を被覆するなど
の方法でも、全く同じ効果を得ることが可能である。
【００５３】
　すなわち、積層体１４の電極被覆率を、音叉振動子１８の電極被覆率より大きくするこ
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とで、積層体１４の平均の熱膨張係数を音叉振動子１８の平均の熱膨張係数よりも増大さ
せ、温度上昇に伴い音叉振動子１８に引張り歪が印加され、音叉振動子１８の共振周波数
が上昇する現象により温度依存性をキャンセルすることができた。
【００５４】
　同様に、積層体１４の電極厚さを音叉振動子１８の電極厚さより大きくすることにより
、音叉振動子の軸方向において、積層体１４の平均の熱膨張係数を音叉振動子１８の平均
の熱膨張係数よりも増大させることができる。この構造により、温度上昇に伴い音叉振動
子１８に引張り歪が印加され、音叉振動子１８の共振周波数が上昇し、音叉振動子１８の
共振周波数の温度依存性をキャンセルすることができる。
【００５５】
　例えば、積層体１４および音叉振動子１８の電極を同時に形成後、既知のリソグラフィ
ーおよびエッチングするプロセスにより、音叉振動子の電極のみをエッチバックして、積
層体１４の電極厚さを音叉振動子１８の電極厚さより大きくすることが可能になる。
【００５６】
　同様に、積層体１４の圧電膜１４ｂよりも熱膨張係数の大きな第３の膜で積層体１４の
一部を被覆することで、音叉振動子の軸方向において、積層体１４の平均の熱膨張係数を
音叉振動子１８の平均の熱膨張係数よりも増大させることができる。この構造により、温
度上昇に伴い音叉振動子１８に引張り応力が印加され、音叉振動子１８の共振周波数が上
昇し、音叉振動子１８の共振周波数の温度依存性をキャンセルすることができる。
【００５７】
　例えば、圧電膜１４ｂとしてＡｌＮを使用した場合、ＡｌＮよりも熱膨張係数が大きな
物質、例えばＴｉ，Ｎｉ，Ｃｒ，Ｚｎなどの金属材料を第３の膜として使用することがで
きる。
【００５８】
　要するに、音叉振動子１８の軸方向でみて、何らかの手段により積層体１４の平均の熱
膨張係数を音叉振動子１８の平均の熱膨張係数よりも増大させることにより、音叉振動子
１８に引張り歪を印加し、音叉振動子１８の共振周波数が上昇する現象が生じる。このた
め、音叉振動子１８の共振周波数の温度依存性をキャンセルすることができる。
【００５９】
　なお厳密に言うと、電極や圧電膜の熱膨張率は線型ではなく、また圧電膜の弾性率の温
度依存性も線型ではない。したがって、上述した熱膨張歪による温度補償効果には限界が
ある。さらに厳密な温度補償を行う場合は、上述した熱膨張歪による温度補償と、積層体
にバイアス電圧を加えることによる温度補償作用を重畳することが可能であることは、い
うまでもない。
【００６０】
　本実施の形態の共振器は既存のプロセスを用いて製造可能である。図９は、本実施の形
態の共振器の製造方法を示す工程順模式断面である。ここでは、図１のＡ－Ａ断面を示し
ている。
【００６１】
　まず、図９（ａ）に示すように、基板１０の表面にアンカー部１２を形成する。アンカ
ー部１２としてＳｉプロセスで多用されるシリコン酸化膜やシリコン窒化膜などを使用す
ることができる。
【００６２】
　次に、図９（ｂ）に示すように、犠牲層３６を形成する。犠牲層３６としては、他の膜
材料に対して選択エッチングが可能な、無機材料、金属材料、有機材料を使用することが
可能であるが、ここでは非晶質シリコンを使用する場合を例に説明する。犠牲層３６を形
成した後、ＣＭＰ（化学的機械的研磨）法などを使用してアンカー部１２の表面を露出さ
せる。
【００６３】
　次に、図９（ｃ）に示すように、アンカー部１２および犠牲層３６の上に、下部電極を
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形成する。下部電極として、例えば厚さ１００ｎｍのＡｌを使用し、スパッタにより作製
する。公知のリソグラフィーおよびエッチング法を使用してパターニングを行い、音叉振
動子の下部電極１８ａおよび積層体の下部電極１４ａを形成する。
【００６４】
　次に、図９（ｄ）に示すように、圧電膜を形成する。圧電膜として、例えば厚さ１μｍ
のＡｌＮを使用し、スパッタにより作製する。公知のリソグラフィーおよびエッチング法
を使用してパターニングを行い、積層体の圧電膜１４ｂおよび音叉振動子の圧電膜１８ｂ
を形成する。
【００６５】
　次に、図９（ｅ）に示すように、上部電極を形成する。上部電極として、例えば厚さ１
００ｎｍのＡｌを使用し、スパッタにより作製する。公知のリソグラフィーおよびエッチ
ング法を使用してパターニングを行い、音叉振動子の上部電極１８ｃおよび積層体の上部
電極１４ｃを形成する。
【００６６】
　次に、図９（ｆ）に示すように、犠牲層３６を、例えば、ＸｅＦ２をエッチングガスと
して使用した選択エッチングにより除去する。その後、例えば、樹脂または金属の外囲器
２０を形成する。以上の、プロセスにより本実施の形態の共振器は製造可能である。
【００６７】
　なお、本実施の形態では、圧電膜としてｃ軸に配向したＡｌＮを使用したが、それ以外
の圧電膜、例えばｃ軸に配向したＺｎＯ、あるいは強誘電体であるＰＺＴ（チタン酸ジル
コン酸鉛）、ＢＴＯ（チタン酸バリウム）などを使用しても良い。
【００６８】
　なお、本実施例では、電極としてＡｌを使用したが、それ以外のＷ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｎｂ
、Ａｕ、Ｐｔ、Ｒｕなどの金属や、ＴｉＮ、ＲｕＯ３などの導電性の化合物を使用しても
良い。
【００６９】
（第２の実施の形態）
　本実施の形態の共振器は、第１の実施の形態では積層体および音叉振動子が下部電極、
圧電膜、上部電極の３層構造であるのに対し、下部電極、下部圧電膜、中間電極、上部圧
電膜、上部電極の５層構造を持つこと、第１の実施の形態では音叉振動子が面内方向に屈
曲する２脚音叉振動子であるのに対し、面と垂直方向に屈曲する３脚音叉振動子であるこ
と、さらに積層体の支持方法として、第１の実施の形態では積層体の一端にアンカー部を
形成しているのに対し、積層体の両側に屈曲した支持部を設けていることに違いがある。
もっとも、基本的な構造や役割は、第１の実施の形態とほぼ同様であるため、第１の実施
の形態と重複する内容については記載を省略する。
【００７０】
　図１０は、本実施の形態の共振器の上面図である。図１１は、図１の共振器のＢ－Ｂ側
断面図である。この共振器は、基板１０、基板１０の両端部に固定された複数、ここでは
４個のアンカー部１２および１２’、アンカー部１２および１２’に一端が接続され、他
端が積層体１４に接続された４本の屈曲した支持部である接続梁４２および４２’、およ
び積層体１４を有する。すなわち、アンカー部１２および１２’と積層体１４が接続梁４
２および４２’で接続されている。積層体１４の内部の切り欠き部１６には音叉振動子１
８が形成され、音叉振動子１８の両端は積層体１４に接続されている。
【００７１】
　さらに、積層体１４および音叉振動子１８を非接触に内包し、積層体１４および音叉振
動子１８への外力の印加を抑制する外囲器２０を備える。
【００７２】
　このように、積層体１４および音叉振動子１８は、基板１０上方に形成され、それぞれ
が平板状を呈している。積層体１４は下部電極１４ａ、下部圧電膜１４ｂ、中間電極１４
ｄ、上部圧電膜１４ｅ、および上部電極１４ｃからなり、同様に音叉振動子１８は、下部
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電極１８ａ、下部圧電膜１８ｂ、中間電極１８ｄ、上部圧電膜１８ｅ、および上部電１８
ｃからなる。音叉振動子１８は３本の振動脚１８Ｌ、１８Ｃ、および１８Ｒを持つ。
【００７３】
　音叉振動子１８の各電極１８ａ、１８ｄ、１８ｅは、２本の接続梁４２によってアンカ
ー部１２に電気的に接続されている。一方、積層体の各電極１４ａ、１４ｄ、１４ｅは２
本の接続梁４２’によってアンカー部１２’に電気的に接続されている。
【００７４】
　もし基板１０に外力が加わって変形を生じた場合、積層体１４は４本の屈曲した支持部
４２ないし４２’で基板１０に接続されており、さらに音叉振動子１８は積層体１４にの
み接続されているので、基板１０に生じた変形は、屈曲した支持部４２ないし４２’の変
形により吸収され、積層体１４や音叉振動子１８には伝わらず、音叉振動子の共振周波数
に影響を及ぼさないという利点がある。
【００７５】
　さらに、外囲器２０により、積層体１２や音叉振動子１８に外力が加わらないよう構成
されている。したがって、外力が、積層体１２や音叉振動子１８には伝わらず、音叉振動
子１８の共振周波数に影響を及ぼさないという利点がある。
【００７６】
　また、圧電膜１４ｂ、１８ｂや、電極１４ａ、１４ｃ、１８ａ、１８ｃの成膜時には残
留応力が不可避であるが、各膜に残留応力が生じた場合、積層体１４と音叉振動子１８が
一体となって変形し、トータルの軸応力が０になるように応力緩和が生じるので、音叉振
動子１８に軸応力は加わらず、残留応力が共振周波数に影響を及ぼさないという利点があ
る。
【００７７】
　図１２は、音叉振動子１８が有する振動脚の１本の４Ｌの鳥瞰図である。振動脚４Ｌは
、下面から、下部電極１８ａ、下部圧電膜１８ｂ、中間電極１８ｄ、上部圧電膜１８ｅ、
および上部電極１８ｃがこの順に積層されて構成される、いわゆる圧電バイモルフ構造を
有している。上下の圧電膜１８ｂないし１８ｅは膜厚方向に分極を持つ。ここで、例えば
、電極１８ａ、１８ｄ、１８ｃは厚さが１００ｎｍのＡｌ、上下の圧電膜１８ｂ、１８ｅ
は厚さが１μｍのＡｌＮで形成される。
【００７８】
　また、振動脚１８Ｌは、第１の部分１８Ｌ’、第２の部分１８Ｌ’’、および第３の部
分１８Ｌ’’’に分割されている。第１および第３の部分１８Ｌ’および１８Ｌ’’’で
は、電極１８ａ、１８ｄ、１８ｃと圧電膜１８ｂ、１８ｃをすべて備えているが、第２の
部分１８Ｌ’’では、電極１８ｄと圧電膜１８ｂ、１８ｅのみ備えている。
【００７９】
　図１２に示すように、上部電極１８ｃおよび下部電極１８ａに正極、中間電極１８ｄに
負極の電圧が印加された場合、上部電極１８ｃと中間電極１８ｄに挟まれた上部圧電膜１
８ｅは電歪により伸張し、下部電極１８ａと中間電極１８ｄに挟まれた下部圧電膜１８ｂ
は電歪により収縮する。したがって、図中１点鎖線で示すように、バイモルフ圧電１８Ｌ
の中央部１８Ｌ’’は膜面の垂直下方に屈曲する。
【００８０】
　各電極に逆極性の電圧が印加された場合は、圧電梁１８Ｌの中央部１８Ｌ’’’は膜面
の垂直上方に屈曲する。したがって、振動脚１８Ｌの共振周波数に一致する交番電圧が加
わった場合、上下に屈曲して共振を生じる。
【００８１】
　図１３は、音叉振動子１８が有する中央の振動脚１８Ｃの鳥瞰図である。振動脚１８Ｃ
は、下面から、下部電極１８ａ、下部圧電膜１８ｂ、中間電極１８ｄ、上部圧電膜１８ｅ
、および上部電極１８ｃがこの順に積層されて構成される、いわゆる圧電バイモルフ構造
を有している。上下の圧電膜１８ｂないし１８ｅは膜厚方向に分極を持つ。
【００８２】
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　また、振動脚１８Ｃは、第１の部分１８Ｃ’、第２の部分１８Ｃ’’、および第３の部
分１８Ｃ’’’に分割されている。第２の部分１８Ｃ’’では、電極１８ａ、１８ｄ、１
８ｃと圧電膜１８ｂ、１８ｃをすべて備えているが、第１および第３の部分１８Ｃ’ない
し１８Ｃ’’’では、中間電極１８ｄと圧電膜１８ｂ、１８ｃは全面に形成されているが
、上下の電極１８ａ、１８ｃでは中央の一部のみに形成されている。
【００８３】
　図１３に示すように、上部電極１８ｃおよび下部電極１８ａに正極、中間電極１８ｄに
負極の電圧が印加された場合、上部電極１８ｃと中間電極１８ｄに挟まれた上部圧電膜１
８ｅは電歪により伸張し、下部電極１８ａと中間電極１８ｄに挟まれた下部圧電膜１８ｂ
は電歪により収縮する。したがって、図中１点鎖線で示すように、バイモルフ圧電梁１８
Ｃの中央部１８Ｃ’’は膜面の垂直上方に屈曲する。各電極に逆極性の電圧が印加された
場合は、圧電梁１８Ｃの中央部１８Ｃ’’は膜面の垂直下方に屈曲する。
【００８４】
　したがって、音叉振動子１８の共振周波数に一致する交番電圧が加わった場合、両側の
振動脚１８Ｌおよび１８Ｒと、中央の振動脚１８Ｃは、お互いに逆位相で上下に屈曲して
共振を生じる。このような音叉では、中央の振動脚１８Ｃの振幅が両側の振動脚１８Ｌ、
１８Ｒの振幅の２倍になり、したがって運動量が相殺され、また振動脚の接続部から少し
離れた支持部分では変形もほとんど０になり、ねじり成分等も発生しないため、非常に高
いＱ値を持つ共振が得られる。
【００８５】
　本実施の形態においても、積層体１４の上下電極１４ａ、１４ｃ間に適当なバイアス電
圧を加えることで、音叉振動子１８に軸歪を与えることができ、共振周波数の温度依存性
を補償することが可能なのは、第１の実施の形態と同様である。
【００８６】
　また、本実施の形態においても、積層体１４における電極被覆率と、音叉振動子１８に
おける電極被覆率の差による熱膨張歪を利用して、音叉振動子１８の共振周波数の温度依
存性を補償することが可能なのは、第１の実施の形態と同様である。　
【００８７】
　本実施の形態においては、４本の接続梁４２、４２’’使用して積層体１４を両側から
基板１０に固定しているので、圧電膜１４ｂ、１４ｅに成膜残留応力が存在して反りが生
じた場合などでも、基板１０上に変形量が少なく固定できるという利点がある。
【００８８】
　本実施の形態においては、音叉振動子として面外方向に屈曲する対向型３脚音叉を使用
しているので、より高いＱ値の共振が得られるという利点がある。
【００８９】
（第３の実施の形態）
　本実施の形態の共振器は、主音叉振動子に加え、温度測定用の副音叉振動子を持つ。主
音叉振動子と副音叉振動子の共振周波数の温度特性が異なるように設計することで、主音
叉振動子と副音叉振動子の共振周波数の差から温度を求めることができる。主音叉振動子
と副音叉振動子を同じような環境に設置することで、主音叉振動子の温度を正確に計測す
ることが可能となる。もっとも、基本的な構造や役割は、第１の実施の形態とほぼ同様で
あるため、第１の実施の形態と重複する内容については記載を省略する。
【００９０】
　図１４は、本実施の形態の共振器の上面図である。この共振器は、基板１０、基板１０
の端部に固定されたアンカー部１２、アンカー部１２に一端が接続され、下部電極１４ａ
、圧電膜１４ｂ、上部電極１４ｃからなる積層体１４を有する。積層体１４の内部の切り
欠き部１６には下部電極１８ａ、圧電膜１８ｂ、上部電極１８ｃからなる主音叉振動子１
８が形成され、主音叉振動子１８の両端は積層体１４に接続されている。さらに、下部電
極４８ａ、圧電膜４８ｂ、上部電極４８ｃからなる副音叉振動子４８が形成され、副音叉
振動子４８の両端は積層体１４に接続されている。
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【００９１】
　さらに、積層体１４および音叉振動子１８を非接触に内包し、積層体１４および音叉振
動子１８への外力の印加を抑制する外囲器（図示せず）を備える。
【００９２】
　このように、積層体１４、主音叉振動子１８、および副音叉振動子４８は、基板１０上
方に形成され、それぞれが平板状を呈している。主音叉振動子１８は２本の振動脚１８Ｌ
および１８Ｒを持ち、副音叉振動子１８も２本の振動脚４８Ｌおよび４８Ｒを持つ。
【００９３】
　図１５は、主音叉振動子１８が有する振動脚の１本の１８Ｌの鳥瞰図である。振動脚１
８Ｌは、下面から、下部電極１８ａ、圧電膜１８ｂ、および上部電極１８ｃがこの順に積
層されて構成される積層構造を備えている。圧電膜１８ｂは膜厚方向に分極を持つ。ここ
で、例えば、電極１８ａ、１８ｃは厚さが１００ｎｍのＡｌ、圧電膜１８ｂは厚さが１μ
ｍのＡｌＮで形成される。
【００９４】
　また、振動脚１８Ｌは、第１の部分１８Ｌ’、第２の部分１８Ｌ’’、および第３の部
分１８Ｌ’’’に分割されている。各部分では、上下電極１８ａおよび１８ｃが左半面な
いしは右半面のみに形成されている。
【００９５】
　図１６は、副音叉振動子４８が有する振動脚の１本４８Ｌの鳥瞰図である。振動脚４８
Ｌは、主共振子１８の振動脚１８Ｌと同様の、下部電極４８ａ、圧電膜４８ｂ、および上
部電極４８ｃがこの順に積層されて構成される積層構造に加え、圧電膜４８ｂの上面およ
び下面の露出部に、ダミー電極４８ｆが形成されている。ダミー電極４８ｆは、下部電極
４８ａないし上部電極４８ｃとは電気的に接触しないように形成されている。
【００９６】
　主音叉振動子１８および副音叉振動子４８は上述した構造の若干の違いから共振周波数
がわずかに異なる。また主音叉振動子１８と副音叉振動子４８の電極被覆率の違いから、
共振周波数の温度依存性が異なる。したがって、主音叉振動子と副音叉振動子の共振周波
数の差を測定することで、主音叉振動子の温度を測定することができる。
【００９７】
　この測定された温度情報を使用して、積層体１４の上下電極１４ａ、１４ｃ間に適当な
バイアス電圧を加えることで、主音叉振動子１８の共振周波数の温度依存性を補償するこ
とが可能なのは、第１の実施の形態と同様である。
【００９８】
　図１７は、本実施の形態の共振器をもちいた発振器のブロック図である。主音叉振動子
１８には主発振回路５０が接続されている。副音叉振動子４８には副発振回路５２が接続
されている。主発振回路５０、副発振回路５２として、既知のコルピッツ回路などを使用
することができる。ここで、副音叉振動子４８が温度モニタとして機能する。
【００９９】
　主発振回路５０と副発振回路５２の出力は、温度検出回路５４に入力され、共振周波数
の差が求められ、記憶回路３２の情報に基づいて温度に換算される。副音叉振動子４８と
温度検出回路５４が温度モニタとして機能する。共振周波数の差を求める方法として、ミ
キサ、低域通過フィルタおよび周波数カウンタからなる回路などを使用することができる
。
【０１００】
　温度検出回路５４の出力はデジタル温度補償回路３０に入力される。デジタル補償回路
３０において、あらかじめ記憶回路３２に記憶された定数を使用して測定された温度から
直流のバイアス電圧が算出され、Ｄ／Ａ変換器３４を通して積層体１４に印加される。こ
のようにして主音叉振動子１８の共振周波数が温度補償され、出力される。
【０１０１】
　以上、具体例を参照しつつ本発明の実施の形態について説明した。上記、実施の形態は
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実施の形態の説明においては、共振器、発振器、共振器の製造方法等で、本発明の説明に
直接必要としない部分等については記載を省略したが、必要とされる共振器、発振器、共
振器の製造方法等に関わる要素を適宜選択して用いることができる。
【０１０２】
　また、各実施の形態に記載された複数の要素からいくつかを選択し、実施の形態とは別
の組み合わせで共振器または発振器を構成しても構わない。
【０１０３】
　その他、本発明の要素を具備し、当業者が適宜設計変更しうる全ての共振器および発振
器波は、本発明の範囲に包含される。本発明の範囲は、特許請求の範囲およびその均等物
の範囲によって定義されるものである。
【符号の説明】
【０１０４】
１０　　　基板
１２　　　アンカー部
１４、１４ａ～１４ｅ　　　積層体
１６　　　切り欠き部
１８、１８ａ～１８ｅ　　　音叉振動子
２０　　　外囲器
２２ａ～２２ｅ　　　隔離部
２４　　　発振回路
２６　　　温度センサ
２８　　　Ａ／Ｄ変換器
３０　　　デジタル温度補償回路
３２　　　記憶回路
３４　　　Ｄ／Ａ変換器
３６　　　犠牲層
４２、４２’　　　支持部
４８　　　副音叉振動子
５０　　　主発振回路
５２　　　副発振回路
５４　　　温度検出回路
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